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第 ７ 号
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水道局企業管理規程

第 ８ 号

さいたま市水道局企業職員就業規程の一部

を改正する規程
平成３１年３月２９日



さいたま市水道局企業管理規程第１号 

さいたま市水道局企業職員被服貸与規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

平成３１年１月１１日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治  



   さいたま市水道局企業職員被服貸与規程の一部を改正する規程 

 さいたま市水道局企業職員被服貸与規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規

程第２７号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当  

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（保管の義務） （保管の義務） 

第２条 職員は、事務作業を行う場合を除き、勤務

中、貸与された被服（以下「貸与被服」という。

）を着用しなければならない。 

第２条 職員は、執務中、貸与された被服（以下「

貸与被服」という。）を着用しなければならな

い。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

（貸与及び返納） （貸与及び返納） 

第３条 貸与する被服の種類、貸与区分、貸与数、

貸与期間及び貸与時期は、水道総務課長が別に定

める。 

第３条 貸与する被服の種類、貸与区分、貸与数、

貸与期間及び貸与時期は、被服貸与表（別表）の

とおりとする。ただし、特別の理由があるとき

は、貸与数、貸与期間及び貸与時期を変更するこ

とができる。 

 ２ 貸与期間は、貸与した日の属する月から起算す

る。 

２ ［略］ ３ ［略］ 

別表を削る。 

附 則 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 



さいたま市水道局企業管理規程第２号 

 さいたま市水道局事務分掌規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  平成３１年３月２９日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治   



   さいたま市水道局事務分掌規程の一部を改正する規程 

 さいたま市水道局事務分掌規程（平成１５年さいたま市水道部企業管理規程第５号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（内部組織） （内部組織） 

第２条 局の内部組織は、次のとおりとする。 第２条 局の内部組織は、次のとおりとする。 

 業務部  業務部 

［略］ ［略］ 

  給水装置課   給水装置課 

  給水装置係   給水装置係 

  水道メーター係   水道メーター係 

設備改良係 設備改良係 

 貯水槽水道係 

［略］ ［略］ 

 給水部  給水部 

［略］ ［略］ 

  南部水道建設課   南部水道建設課 

   施設管理係 

   建設第１係    建設第１係 

   建設第２係    建設第２係 

［略］ ［略］ 

（分掌事務） （分掌事務） 

第３条 局の分掌事務は、おおむね次のとおりとす

る。 

第３条 局の分掌事務は、おおむね次のとおりとす

る。 

［略］ ［略］ 

給水部 給水部 

［略］ ［略］ 

  北部水道建設課及び南部水道建設課   北部水道建設課及び南部水道建設課 

  ～  ［略］  ～  ［略］ 

 局が保有する建築物の新築、増改築及び維持

改修工事に関すること。（南部水道建設課に限

る。） 

 局が保有する建築物の保全計画及び予防保全

工事に関すること。（南部水道建設課に限る。



） 

［略］ ［略］ 

   附 則 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 



さいたま市水道局企業管理規程第３号 

 さいたま市水道局事務専決規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  平成３１年３月２９日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治  



   さいたま市水道局事務専決規程の一部を改正する規程 

 さいたま市水道局事務専決規程（平成１５年さいたま市水道部企業管理規程第６号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係）

個別専決事項 個別専決事項

業務部  

課所名 専決事項 課長 部長 局長 

水道総

務課 

１～９ ［略］ 

１０ ［略］ 

１１ ［略］ 

１２ ［略］ 

１３ ［略］ 

１４ ［略］ 

１５ ［略］ 

１６ ［略］ 

１７ ［略］ 

１８ ［略］ 

１９ ［略］ 

２０ ［略］ 

２１ ［略］ 

２２ ［略］ 

 [略] 

業務部  

課所名 専決事項 課長 部長 局長 

水道総

務課 

１～９ ［略］ 

１０ 旧姓の使

用及び使用の

中止を承認す

ること。 

１１ ［略］ 

１２ ［略］ 

１３ ［略］ 

１４ ［略］ 

１５ ［略］ 

１６ ［略］ 

１７ ［略］ 

１８ ［略］ 

１９ ［略］ 

２０ ［略］ 

２１ ［略］ 

２２ ［略］ 

２３ ［略］ 

○ 

 [略] 

［略］ ［略］ 

   附 則 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 



さいたま市水道局企業管理規程第４号 

 さいたま市水道局安全衛生管理規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  平成３１年３月２９日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治   



さいたま市水道局安全衛生管理規程の一部を改正する規程 

 さいたま市水道局安全衛生管理規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第

２５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（産業医） （産業医） 

第１２条 法第１３条第１項に規定する産業医（以

下「産業医」という。）を置く箇所並びにその名

称及び人数は、別表第２に定めるとおりとする。

第１２条 法第１３条に規定する産業医（以下「産

業医」という。）を置く箇所並びにその名称及び

人数は、別表第２に定めるとおりとする。 

 ２ 産業医は、法第１３条第３項及び労働安全衛生

規則（昭和４７年労働省令第３２号。以下「省令

」という。）第１４条第１項各号に掲げる事項を

行うとともに、同条第２項及び省令第１５条第１

項に規定する職務を行う。 

 （作業主任者）  （作業主任者） 

第１３条 ［略］ 第１３条 ［略］ 

 ２ 作業主任者は、法第１４条に規定する事項を行

う。 

（健康診断の種類等） （健康診断の種類等） 

第２３条 ［略］ 第２３条 ［略］ 

２ 前項の健康診断の対象職員、項目及び回数又は

時期は、労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令

第３２号）に定めるとおりとする。 

２ 前項の健康診断の対象職員、項目及び回数又は

時期は、省令に定めるとおりとする。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

   附 則 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 



さいたま市水道局企業管理規程第５号 

 さいたま市水道局自動遠隔検針事務の取扱い等に関する規程の一部を改正する規程

を次のように定める。 

  平成３１年３月２９日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治   



   さいたま市水道局自動遠隔検針事務の取扱い等に関する規程の一部を改正する

規程 

 さいたま市水道局自動遠隔検針事務の取扱い等に関する規程（平成１３年さいたま

市水道部企業管理規程第３８号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（事前協議） 

第２条 開発等行為の施行者は、検針が困難な場所

に水道メーターを設置する場合その他水道事業管

理者（以下「管理者」という。）が必要があると

認めた場合は、次に掲げる事項について管理者と

協議しなければならない。 

 ［略］ 

 管理者が別に定める基準による自動遠隔検針

  に必要な設備の設置及び保守管理に係る費用の

  負担区分に関すること。 

 ［略］ 

（事前協議） 

第２条 開発等行為の施行者は、同時給水を必要と

する給水装置等（専用給水装置及びさいたま市水

道局戸別検針共同住宅の取扱いに関する特別措置

規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程

第３９号）の規定に基づく戸別検針共同住宅に係

る受水槽以下の設備で各戸に給水するための設備

）の規模が別に定める基準以上の場合（給水装置

等の計画数が基準以上見込まれる場合を含む。）

又は水道事業管理者（以下「管理者」という。）

が必要あると認めた場合は、次に掲げる事項につ

いて管理者と協議しなければならない。 

 ［略］ 

 自動遠隔検針に必要な機器の設備の設置及び

保守管理に係る費用の負担区分に関すること。

 ［略］ 

附 則 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 



さいたま市水道局企業管理規程第６号 

 さいたま市水道局市民開放施設管理規程の一部を改正する規程を次のように定め

る。 

  平成３１年３月２９日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治   



さいたま市水道局市民開放施設管理規程の一部を改正する規程 

さいたま市水道局市民開放施設管理規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規

程第８号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （使用料の額等）  （使用料の額） 

第５条 [略] 第５条 [略]

２ 管理者は、必要があると認めるときは、庭球場

の利用に係る回数券（以下「回数券」という。）

を発行することができる。ただし、回数券の有効

期間は、当該回数券を発行した日の属する年度の

翌年度の３月３１日までとする。

２ 管理者は、必要があると認めるときは、庭球場

の利用に係る回数券を発行することができる。

 （使用料の徴収）  （使用料の徴収） 

第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２ 回数券に係る使用料は、その発行の際、徴収す

る。 

 （使用料の不還付）  （使用料の不還付） 

第７条 既納の使用料は、還付しない。ただし、管

理者が特に必要があると認めるときは、その全部

又は一部を還付することができる。 

第７条 既納の使用料は、還付しない。ただし、利

用者が自己の責めに帰することができない理由に

より利用することができなかった場合は、その全

部又は一部を還付することができる。 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

施設名 区分 使用料

深作庭球場 一般 １面１時間につ

き２２０円 

［略］ 

施設名 区分 使用料

深作庭球場 一般 １面１時間につ

き２１０円 

［略］ 

備考 ［略］ 備考 ［略］

附 則

 （施行期日）

１ この規程は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、別表第３の改正は、同



年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規程による改正後のさいたま市水道局市民開放施設管理規程（以下「改正後

の規程」という。）第５条第２項の規定は、この規程の施行の日以後に発行する庭

球場の利用に係る回数券（以下「回数券」という。）について適用し、同日前に発

行した回数券の有効期間については、同項の規定にかかわらず、平成３２年３月３

１日までとする。

３ 改正後の規程別表第３の規定は、別表第３の改正の施行の日以後の庭球場の利用

及び回数券の発行に係る使用料について適用し、同日前の庭球場の利用及び回数券

の発行に係る使用料については、なお従前の例による。



さいたま市水道局企業管理規程第７号 

 さいたま市水道局検針、収納事務等の委託に関する規程の一部を改正する規程を次

のように定める。 

  平成３１年３月２９日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治  



さいたま市水道局検針、収納事務等の委託に関する規程の一部を改正する規程 

さいたま市水道局検針、収納事務等の委託に関する規程（平成１３年さいたま市水

道部企業管理規程第３７号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（貸与品） （貸与品） 

第１３条 管理者は、受託者に被服を貸与する。 第１３条 管理者は、受託者に別表に掲げる被服を

貸与する。 

２ 前項の被服の種類、貸与数、貸与期間について

は、管理者が別に定める。 

２ 前項に規定する被服の貸与数、貸与期間等につ

いては、さいたま市水道局企業職員被服貸与規程

（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第２

７号）に準ずるものとする。ただし、帽子の貸与

期間は、１年とする。 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

 別表（第１３条関係） 

作業服 夏用 半袖上衣、長袖上衣及び下衣 

冬用 上衣及び下衣 

雨外とう 

防寒服 

防寒ズボン 

帽子（検針事務等の受託者に限る。） 

附 則 

 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 



さいたま市水道局企業管理規程第８号 

 さいたま市水道局企業職員就業規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  平成３１年３月２９日 

さいたま市水道事業管理者 森 田  治   



さいたま市水道局企業職員就業規程の一部を改正する規程 

 さいたま市水道局企業職員就業規程（平成１３年さいたま市水道部企業管理規程第

２３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （年次有給休暇）  （年次有給休暇） 

第１６条 ［略］ 第１６条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越され

たものを除く。）は、一の年における年次有給休

暇の残日数が２０日（第２項各号に掲げる職員に

あっては、同項の規定による日数）を超えない職

員にあっては当該残日数（当該年の翌年の初日に

勤務の形態が変更される場合にあっては、管理者

が別に定める日数）、２０日を超える職員にあっ

ては２０日を限度として、当該年の翌年に繰り越

すことができる。 

４ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越され

たものを除く。）は、一の年における年次有給休

暇の残日数が２０日（前項各号に掲げる職員にあ

っては、同条の規定による日数）を超えない職員

にあっては当該残日数（当該年の翌年の初日に勤

務の形態が変更される場合にあっては、管理者が

別に定める日数）、２０日を超える職員にあって

は２０日を限度として、当該年の翌年に繰り越す

ことができる。 

５～８ ［略］ ５～８ ［略］ 

第１６条の３ 第１６条第８項の規定にかかわらず、

管理者は、同条第１項から第３項まで又は前条の

規定による年次有給休暇が１０日以上与えられた

職員に対し、当該年次有給休暇を与えた日から１

年以内に、当該職員の有する年次有給休暇日数の

うち５日について、職員の意見を聴取し、その意

見を尊重した上で、あらかじめ時季を指定して取

得させなければならない。ただし、当該職員が第

１６条第８項の規定による年次有給休暇を取得し

た場合には、当該取得した年次有給休暇の日数分

を５日から控除するものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 



２ この規程の施行の際４月１日以外の日が基準日（働き方改革を推進するための関

係法律の整備に関する法律（平成３０年法律第７１号）附則第４条に規定する基準

日をいう。以下同じ。）である職員に係る年次有給休暇については、この規程の施

行の日後の最初の基準日の前日までの間は、この規程による改正後のさいたま市水

道局企業職員就業規程第１６条の３の規定にかかわらず、なお従前の例による。 


